西目屋村国民健康保険税減免要綱

告示第４４号
令和８年９月１１日

（趣旨）
第１条　この要綱は、西目屋村国民健康保険税条例（昭和４６年条例第４号。以下「条例」という。）第１５条に規定する国民健康保険税（以下「保険税」という。）の減免の取扱について必要な事項を定めるものとする。
　（申請書の様式）
第２条　条例第１５条第２項の規定に基づき保険税の減免を受けようとする者は、西目屋村国民健康保険税減免申請書（様式第１号）に必要に応じて次の各号に掲げる書類を添えて村長に提出しなければならない。ただし、減免を必要とする理由を証明する書類を添付できない特別の事情があると村長が認めたときは、この限りでない。
　（１）事業収入等状況申告書（様式第２号）
　　（２）り災証明書
　　（３）在監証明書
　　（４）その他必要な証明書類
　（減免の決定等）
第３条　村長は、条例第１５条第２項の規定による減免の申請があったときは、速やかに状況等を調査し、保険税を減免することとした場合又は減免をしないこととした場合は、その旨を西目屋村国民健康保険税減免決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとする。
２　村長は、前項の規定により減免をすることとした場合において、必要な条件を付することができる。
（減免の取消し）
第４条　保険税の減免措置が、次のいずれかに該当したときは、その内容を審査し、必要があると認めたときは措置を取り消し、その旨を西目屋村国民健康保険税減免取消通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。
（１）虚偽の申請その他の不正の行為により保険税の減免を受けた場合
　　（２）減免を受けた理由が消滅した場合
（適用の範囲）
第５条　次の各号のいずれかに該当する場合には、別表の基準により保険税を減免する。
（１）納付義務者等の所有する財産が、震災、風水害、落雷、火災又はこれに類する災害を受けた場合。ただし、損害金額（保険金、損害賠償金等により補てんされる金額を控除した額）が居住する家屋の時価の３分の１以下の場合及び故意に災害を発生させた場合は、この限りでない。
（２）生活困窮のため、公の扶助又はこれに準ずる扶助を受け、又は受けるに相当する場合
（３）失業、廃業その他の理由により、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護の要否に用いられる収入認定額（以下「収入額」という。）において、過去３か月平均の収入額（以下「月平均収入額」という。）が前年の１か月当たりの収入額と比較し、１０分の３以上減少した場合
（４）その世帯に属する納付義務者等が６か月以上の長期にわたる疾病又は負傷により、医療費支払額が月平均収入額の１０分の３以上に及ぶ場合
（５）破産手続き開始の決定を受けた者で、免責許可決定前である場合
（６）その他前各号に掲げる理由に類すると認められる特別の事由がある場合
[bookmark: _Hlk238567042]（７）国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第５９条に規定する給付制限を受ける被保険者を有する場合
（８）条例第１３条の規定の適用を受けない納付義務者の当該年分の見込所得金額が同条の規定に相当する場合であって、特に必要があると認められる場合
（減免摘要の制限）
第６条　条例第１３条の適用を受けている者については、第５条第１号及び第５号から第７号までの規定のいずれかに該当する場合を除き、減免しない。
（減免納期の適用）
第７条　条例第１５条の規定により減免するこことなった場合は、未到来の納期に係る保険税（納付済みの分を除く。）の額について減免する。だたし、法第５９条の規定に該当する者及び村長が必要と認める者は、この限りでない。
　　　附　則
　（施行期日）
この要綱は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。

